別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 消費生活相談員確保支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内2389）

　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,541千円（前年度予算額：1,571千円）

	事業内容


	１　事業の内容


平成２１年９月の消費者安全法の施行により、市町村において消費生活相談の実施が規定され、県内においても市部を中心に、相談窓口の設置が進んでいるところである。

しかしながら、専任の消費生活相談員を配置しているところは一部にとどまっており、その一因として消費生活相談に関する資格の保有者が少なく、即戦力としての相談員の確保が困難なことが挙げられる。

そのような資格は、消費生活センターの設置要件の一つでもあり、今後県内の消費生活相談体制の充実を図っていくことが必要であることから、消費生活に関する資格の取得を目的とした講座を開催し、市町村の消費生活相談業務の担い手となる人材を育成する。
＜講座の内容（予定）＞
・対象者　　県内在住、在勤、在学で消費生活相談員の資格取得を目指す方　

・開催地　　県内１箇所

・人数　　　４０人程度

・履修時間　４８時間（８日間程度）　

・内容　　　座学（消費者行政・消費者問題、法令、製品・サービスの知識等）
　　　　　　試験対策（過去問題の演習、論文対策）

	２　所要経費


講座の開催費　4,541千円
       　　　　　　　　　　　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる

・市町村の相談窓口体制を充実させる
	２　これまでの取組状況


　平成２２年度、将来の消費生活相談業務を担える人材の発掘、育成を目的として、県民を対象に、消費生活に関する知識を習得する講座として入門コース（岐阜、東濃、飛騨）、専門コース（岐阜、東濃）を開催した。また、併せて、講座受講者のうち希望者に消費生活相談員就業希望者として県へ登録いただき、消費生活相談員を募集する市町村に提供し、確保に関する便宜を図った。
	３　これまでの取組に対する評価


　講座開催時に、消費生活相談員への就業希望者の登録を行い、人材の発掘・確保ができたが、市町村等における消費生活相談員の募集に際して、消費生活相談に関する資格を所有していることを要件として付していることが多いため、今後は消費生活相談員資格取得に向けた支援が必要である。
	決定額の考え方


　当講座の参加者募集のための広報については、他の事業（消費者被害未然防止啓発事業費）を活用して実施することとします。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,571
	
	
	
	
	
	
	
	1,571

	要求額
	4,541
	
	
	
	
	
	
	
	4,541

	決定額
	3,400
	
	
	
	
	
	
	
	3,400


【消費者行政活性化基金充当事業】
